採択事業者各位殿

平成26年7月30日
合意書・確約書について
交付申請等マニュアルに記載しています、文書例ですが、皆様へワード文書にてご案内申し上げます。詳細については事業者各位殿の修正加筆等はご自由にお願いします。
＜合意書作成例＞
1 請負とは別に補助金を事業者から建築主に支払う方式
2 補助金相当額を除いた額を事業者に支払いを行う方式（相殺方式）
＜確約書作成例＞
※建売申請の事業者様用です。
〒168-0825　東京都新宿区神楽坂1-15　神楽坂1丁目ビル4階
一般社団法人　環境共生住宅推進協議会　ゼロエネ審査室

電話　03-5579-8250　　FAX　03-5579-8253
Email　zero@kkj.or.jp                            
住宅のゼロ・エネルギー化推進事業 補助金に関する合意書
甲：建築主（請負契約の場合）買主（売買契約の場合）

乙：補助事業者
（補助金交付への協力）
第1条　甲と乙は、本契約により行う住宅の新築・改修工事（以下「本事業」という）が、国土交通省（以下「所轄官庁」という。）の住宅のゼロ・エネルギー化推進事業補助金（以下「本補助金」という。）の交付要件を満たすことを前提に行われる事業であり、本補助金の交付を受けるための所要の手続は、乙が行うことを確認する。
（交付申請）
第2条　乙は、本住宅に関する本補助金○○○万円の交付申請（以下「本申請」という）を速やかに行う。
２．本補助金の申請から受領に要する諸手続については、乙が行うものとする。
（補助金の支払期日）
第3条　本申請は一般社団法人環境共生住宅推進協議会により承認され、本補助金が
平成○○年○○月頃までに交付されることが見込まれるため、乙は甲に対し本契約に定める事業代金とは別途とし、当該補助金の支払を同期日まで猶予する。
（不承認の場合）
第４条　本申請にもかかわらず本補助金の不交付が確定した場合には、第3条により補助金交付時期まで支払を猶予している本事業代金の支払いについては、甲及び乙によって誠実に協議するものとする。
（消費エネルギー量調査への協力）
第５条　甲は、乙が提案する本事業の完了後の平成○○年○○月からの1年間について、一次エネルギー消費量（電気、都市ガス、LPG、灯油、重油他）を記録し、乙に提出するとともに、これらの資料について公開することを了承する。
（アンケート・ヒアリング・計測への協力）
第６条　甲は、本補助事業に伴い、乙より本補助事業に関する事項及び本建物についてのアンケート・ヒアリング・計測などをする場合、これらに協力するものとし、その資料について公開することを了承する。
日付　
甲及び乙、各者の自筆署名、および捺印
甲：　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
乙：　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
住宅のゼロ・エネルギー化推進事業 補助金に関する合意書
甲：建築主（請負契約の場合）　買主（売買契約の場合）
乙：補助事業者
（補助金交付への協力）
第1条　甲と乙は、本契約により行う住宅の新築・改修工事（以下「本事業」という）が、国土交通省（以下「所轄官庁」という。）の住宅のゼロ・エネルギー化推進事業補助金（以下「本補助金」という。）の交付要件を満たすことを前提に行われる事業であり、本補助金の交付を受けるための所要の手続は、乙が行うことを確認する。
（交付申請）
第2条　乙は、本住宅に関する本補助金○○○万円の交付申請（以下「本申請」という）を速やかに行う。
２．本補助金の申請から受領に要する諸手続については、乙が行うものとする。
（補助金と事業代金の相殺）
第３条　乙は受領すべき補助金を、本契約に定める甲の本事業代金債務の支払と相殺し建物の引き渡しを行うものとする。
（不承認の場合）
第４条　本申請にもかかわらず本補助金の不交付が確定した場合には、第3条により補助金交付時期まで支払を猶予している本事業代金の支払いについては、甲及び乙によって誠実に協議するものとする。
（消費エネルギー量調査への協力）
第５条　甲は、乙が提案する本事業の完了後の平成○○年○○月からの1年間について、一次エネルギー消費量（電気、都市ガス、LPG、灯油、重油他）を記録し、乙に提出するとともに、これらの資料について公開することを了承する。
（アンケート・ヒアリング・計測への協力）
第６条　甲は、本補助事業に伴い、乙より本補助事業に関する事項及び本建物についてのアンケート・ヒアリング・計測などをする場合、これらに協力するものとし、その資料について公開することを了承する。
日付　
甲及び乙、各者の自筆署名、および捺印
甲：　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
乙：　　　　　　　　　　　　　　　　㊞
一般社団法人 環境共生住宅推進協議会

会　　長　　　　　　竹 中　宣 雄 様
住宅のゼロ・エネルギー化推進事業 補助金に関する確約書
住宅のゼロ・エネルギー化推進事業（以下本事業）の補助金交付申請を行うにあたり、以下の事項について確約します。
記
1. 本事業により補助対象となった住宅建設工事において、当該住宅の売買が成立した時には、株式会社○○○○と買主との間で補助金に関する合意書を取り交わし、速やかに一般社団法人環境共生住宅推進協議会に提出します。
2. 補助金に関する合意書には、以下の事項を明記します
A・買主に還元される補助金の額。
B・補助金受領後の清算方法について、次のいずれかの定めがあること。
①補助金の受領後に、受領者から買主に支払われる方式 

②買主は、建売の売買契約額から補助金相当分(例)１６５万円を除いた額のみを事業者に支払い、補助金相当分は、補助金事業者に支払われる方式 
C・本事業完了後の１年間、買主は、一次エネルギー消費量を記録し、そのデータを建売事業者に提出するとともに、同データ・資料を公開することに同意する旨を記した書面。
平成　　　年　　　月　　　日
住　所　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
社　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
代表者　　　　　　　　　　　　　　印
